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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、広く預金を預かるとともに、公共インフラ的性格を有するATMネットワークを保有・運営する銀行として、規律ある経営を行うことが社会的
信頼に応えるために不可欠と考え、意思決定における透明性・公正性・迅速性の確保、業務執行における役割と責任の所在の明確化、経営監督
機能の強化、業務の適正を確保するための体制整備及びコンプライアンス体制の充実を推進し、実効的なコーポレート・ガバナンスの実現を追求
いたします。

当社は、企業統治の体制として監査役会設置会社を採用しております。取締役会においては、業務に精通した業務執行取締役と豊富な経験や各
種分野における高い見識を有する社外取締役による意思決定を行い、かつ監査役による監査により、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保し
ております。

これらの実践のため、当社が具体的に取組むべきことを明確にすること、ならびに株主への説明責任を果たすため、「コーポレートガバナンス・ガ
イドライン」を制定し、当社ホームページで公表しております。

≪コーポレート・ガバナンスに関するホームページURL≫

　https://www.sevenbank.co.jp/csr/esg/governance/

≪コーポレートガバナンス・ガイドライン≫

　https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS96633/76574834/f552/4ff2/ae1f/76b3e323715b/20230301155922247s.pdf

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

1．政策保有株式については、その保有意義が認められない限り保有しないことを基本方針としております。保有の意義が認められる場合とは、現
時点あるいは将来の採算性等の検証結果を踏まえ、取引先及び当社の企業価値の維持・向上に資すると判断される場合をいいます。当該精査・
検証の結果、保有の意義が薄れた、又は無くなったと判断された政策保有株式については、できる限り速やかに処分・縮減していく方針といたしま
す。

2．政策保有株式については、個別銘柄毎に、定期的に取締役会で、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか
等を具体的に精査し、保有の適否を検証するとともに、そうした検証の内容について開示いたします。当該精査・検証の結果、保有の意義が薄れ
た、又は無くなったと判断された政策保有株式については、できる限り速やかに処分・縮減していく方針といたします。

3．政策保有株式に係る議決権の行使については、発行会社が適切なガバナンス体制を構築し、中長期的な企業価値の増大につながる適切な意
思決定を行っているか等の観点や、当社の企業価値向上の観点も踏まえ、総合的に賛否を判断し議決権行使を行っております。特に、当社の業
務遂行に重大な影響があると判断するような議案検討に際しては、発行会社との対話や担当部署による検証等を通じ、議案の賛否を検討いたし
ます。

4．当社の株式を政策保有株式として保有する会社から売却の意向が示された場合、取引の縮減を示唆するなどの売却を妨げることは行わず、
適切に対応を行っております。

5．当社は、政策保有株主との間で、取引の経済合理性を十分に検証しないまま取引を継続するなど、会社や株主共同の利益を害するような取引
を行っておりません。　

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第8条抜粋）

なお、取締役会における政策保有株式の検証結果は、有価証券報告書に記載のうえ開示しております。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

1．株主の利益を保護するため、役員等の当社関係者がその立場を濫用して、当社や株主の利益に反する取引を行うことを防止することに努めて
おります。

2．取締役、監査役及び主要株主等との取引について、重要な取引又は定型的でない取引については、取締役会による承認を要するものとしてお
ります。

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第7条抜粋）

【補充原則2-4 ①　中核人材の登用等における多様性の確保】

１．考え方と目標

当社は、多様な人材が多様な形で活躍できる社会づくりに貢献することが、企業としての責務であると認識しています。そして、性別・年齢・国籍等
を問わず活躍できる機会を創出し、さまざまな従業員の能力強化による生産性の向上や多様な人材の育成、また、誰もが活躍できる環境をつくる
ことが、人々の豊かな生活と社会の継続的な発展につながると考えております。中でも経営の中核を担う管理職層においては、以下のとおりで



す。

・女性管理職：2025年度末に30%を目指してまいります（2022年度末時点18.4%）。

・中途採用管理職：2022年度末時点において90％超となっております。

・外国人管理職：成長戦略の一つとして、海外事業を展開しております。海外子会社の役員・管理職は海外雇用社員を登用するなどグローバルな
展開を推進しています。海外子会社役員・管理職の海外雇用社員登用比率は2022年度末時点において60％を超えており、現状維持に今後も努
めてまいります。

２．人材育成方針と社内環境整備方針

（１）採用

採用にあたっては、「差別的な取り扱いは行わず、雇用における機会均等に努める」ことを原則としています。

また、豊富な知見と経験を有するキャリア人材の積極的な採用も進めています。

（２）育成・登用

当社では、一人ひとりのポテンシャルを見極めるため、適切なローテーションを通じて適性を確認しながら中長期的な視点で育成を行います。

自律型人材が活躍できるよう、各ステージに必要な知識やスキルを習得するための研修を実施しています。

また、社員の成長を促すべく、公平な評価を行い、それに基づいた登用を行っております。

（３）社内環境整備方針

「お客さまの『あったらいいな』を超えて、日常の未来を生みだし続ける。」というパーパスのもと、一人ひとりが個性を活かし、力を発揮し成長するこ
とが会社の成長につながると考え、「社員登用制度」「マスターズ社員制度」「在宅勤務制度」「育児・介護制度」等の施策を導入し、活用促進に努
めています。

【原則2-6　アセットオーナー】

当社における企業年金の積立金の運用は、セブン＆アイ・ホールディングス企業年金基金（以下、「企業年金基金」という。）により行われておりま
す。

１．企業年金基金の体制

企業年金基金の意思決定機関である代議員会は同数の選定代議員（会社側）と互選代議員（従業員側）とで構成され、年2回資産運用の状況を
確認し、必要に応じて運用ポートフォリオの運用方針等を決議し、理事会が運用方針に則って業務を執行しております。

さらに、資産運用委員会は、運用検討機関として、セブン＆アイ・ホールディングスグループの財務、経理等の部門に所属する委員で構成されて
おり、2ヶ月ごとに専門的な知見でモニタリングを行っております。

また、事務局には、運用委託機関に対するモニタリングを含め、専門性の高い運用を行うことができるよう、財務・人事の知見を有した人財が配置
されております。

２．企業年金基金の運用

企業年金基金は、全ての国内株式運用委託機関がスチュワードシップ・コードを受入れていることを確認しております。

また、運用委託機関に対し、投資先企業との建設的な対話や、議決権行使の実施状況に関するモニタリングを行い、その際、スチュワードシップ
活動の具体的な事例を含めて確認しております。

さらに、年金運用コンサルタントに対し、情報提供等の正確性や透明性を確認しており、こうした活動状況や運用結果について、セブン＆アイ・ホー
ルディングスのグループ誌等を通じて従業員に対し情報共有を行っております。

なお、利益相反の管理は、個別の投資先企業の選定や議決権行使を運用委託機関へ一任する契約とすることで、適切に行われております。

【原則3-1　情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念や経営戦略、経営計画を当社ホームページ、決算説明資料及び統合報告書等にて開示しております。

２．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書1.1基本的な考え方をご参照ください。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬等を決定するに当たっての方針と手続

≪指名・報酬委員会の設置≫

取締役会の機能を補完するため、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置し、当社の取締役及び執
行役員に関する次の事項等を審議しております。

（1）取締役会の委任を受けて、株主総会議案として、取締役候補者の取締役会への推薦

（2）取締役会の委任を受けて、取締役会議案として、代表取締役候補者、役付取締役候補者、役付執行役員候補者、執行役員候補者の取締役
会への推薦

（3）取締役等の後継者計画の監督

（4）定款若しくは株主総会で定める取締役の報酬総額につき、これの各取締役に対する配分、及び取締役会で定める執行役員の報酬額の提案

（5）その他取締役の人事に関する重要事項

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第23条抜粋）

≪取締役及び監査役の報酬等を決定するにあたっての方針と手続≫

（1）取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、役員報酬に関する基本方針に基づき、指名・報酬委員会が取締
役会に提案し、取締役会の決議により決定しております。指名・報酬委員会の開催にあたっては、議論のプロセス把握の観点により、監査役が議
決権を持たないオブザーバーとして参加できるものとしております。

（2）監査役の報酬等は、取締役の報酬等とは別体系とし、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査役会の協議において決定しており
ます。

４．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補者及び監査役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続

≪経営陣幹部選解任基準≫

（1）経営陣幹部については、将来にわたり成長していく企業であり続けるために、当社グループにおける十分な実績と高い能力、見識を備え、銀
行業務の社会的な責任・使命を十分理解し、高い規律に基づいて経営管理及び事業運営を遂行し、当社グループの更なる発展に貢献することが
できることを基準に選定しております。

（2）経営陣幹部は以下の欠格事由に該当しない者としております。

　　　　－反社会的勢力との関係が認められること

　　　　－職務上の法令違反や内規違反、私的事項における法令違反等が認められること

（3）経営陣幹部については、内規に定める所定の年齢に到達した場合、不正があった場合、業務遂行に重大な支障が生じた場合、上記1・2の選
任基準を満たさないこととなった場合その他経営陣幹部としての業務遂行の水準が当社の要求するものを満たさないと判断される場合等、経営
陣幹部としての適格性を著しく欠くことになった場合に、その役職を解くものとしております。

≪取締役候補者選定基準≫

（1）取締役候補者については、出身の各分野における十分な実績と高い能力、見識を備え、銀行業務の社会的な責任・使命を十分理解し、高い
規律に基づいて経営管理及び事業運営を遂行し、当社グループの更なる発展に貢献できることを基準に選定しております。

（2）取締役候補者は以下の欠格事由に該当しない者としております。



　　　　－反社会的勢力との関係が認められること

　　　　－職務上の法令違反や内規違反、私的事項における法令違反等が認められること

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第18条抜粋）

≪監査役候補者選定基準・手続き≫

（1）監査役候補者については、出身の各分野における十分な実績・高い能力、業務遂行に必要な財務・会計・法務に関する知識、見識を備え、銀
行業務の社会的な責任・使命を十分理解し、公正かつ客観的な立場から取締役の職務執行状況を監査し、経営の健全性及び透明性の向上に貢
献できることを基準に選定しております。

（2）監査役候補者は以下の欠格事由に該当しない者としております。

　　　　－反社会的勢力との関係が認められること

　　　　－職務上の法令違反や内規違反、私的事項における法令違反等が認められること

（3）監査役候補者の選定にあたっては、監査役による候補者面談を行う等、監査役会が独立した客観的な立場において適切に判断を行うこととし
ております。

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第20条抜粋）

５．取締役会が上記４．を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補者及び監査役候補者の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説
明

当社が経営陣幹部の選解任を行った際には、当社ホームページや適時開示情報伝達システム（以下、「TDnet」という。）にて開示しております。

取締役候補者及び監査役候補者の指名を行った際の、個々の指名の理由は株主総会参考書類に記載するとともに、当社ホームページにて開示
しております。取締役候補者及び監査役候補者については、「株主総会招集ご通知」に個人別の経歴を示しております。

【補充原則3-1③　サステナビリティについての取組み等】

1.サステナビリティの取組み

　当社のサステナビリティ推進の具体的な取組みについては、ホームページに掲載しております

　URL：https://www.sevenbank.co.jp/csr/

2.人的資本や知的財産への投資等

中期経営計画（2021年度-2025年度）で示すとおり、「企業変革」に向け、社員のスキルアップやキャリア形成・働き方の選択を促進し、自律型人材
が活躍できる組織への変革、デジタルテクノロジーやデータ利活用によるビジネスモデル・プロセスの変革の両面で推進しております。

中期経営計画（2021年度-2025年度） URL： https://www.sevenbank.co.jp/ir/managementplan/

3.気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響について

当社は、気候変動問題をサステナビリティ推進の中でも経営の重要な課題のひとつと位置づけております。そのため、気候変動に係るリスク及び
収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響について、ステークホルダーへの情報開示の充実を図ることを目的に、2021年12月にTCFD提
言への賛同を表明いたしました。あわせてTCFDコンソーシアムにも参加し、気候変動が事業活動や収益等に与える影響について、ステークホル
ダーへの情報開示の充実を図るとともに、具体的な対策を講じていきます。なお、その詳細については、有価証券報告書に記載のうえ開示してお
ります。

また、気候変動に係るリスク及び機会等については、当社ではSDGs推進担当役員を委員長とするサステナビリティ委員会で審議され、重要事項
については経営会議及び取締役会に付議・報告する体制を整備しております。

【補充原則4-1①　経営陣に対する委任の範囲】

当社は、経営の意思決定・監督機関としての取締役会と、取締役会の意思決定と権限委譲に基づく業務執行にかかる意思決定機関としての経営
会議を設けております。

取締役会は、その傘下に取締役会が委任する範囲の業務執行に係る審議機関として経営会議を設け、取締役会付議事項の事前協議を行うとと
もに、業務計画、財産の取得・処分、信用供与に関する事項、借財・経費支出、債権管理に関する事項、社員の賞罰、社員の勤務条件、福利厚生
に関わる事項、組織の設置・変更・廃止、規則・規程の制定及び改廃等に関する審議を行っております。経営会議の構成員は執行役員及び取締
役会が指名する者としております。

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第14条第4項抜粋）

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社の「社外役員の独立性に関する基準」は以下のとおりです。

1．親会社又は兄弟会社の業務執行者（過去その立場にあった者を含む。以下同じ。）ではないこと。

2．当社を主要取引先とする者ないしその業務執行者又は当社主要取引先若しくはその業務執行者ではないこと。

3．当社から役員報酬以外に多額の金銭等を得ているコンサルタント・会計専門家・法律専門家又は団体に所属していた者ではないこと。

4．当社の主要株主又はその業務執行者でないこと。

5．上記の近親者、当社業務執行者の二親等内の血族・姻族ではないこと。

【補充原則4-10①　任意の仕組みの活用】

当社は、監査役会設置会社を採用しており、独立社外取締役が取締役会の過半数に達しております。さらに、取締役会の機能を補完するため、
取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しております。

指名・報酬委員会は、独立社外取締役2名及び代表取締役2名の合計4名で構成し、独立社外取締役を委員長としております。委員会の決議は、
委員の過半数が出席し、出席した委員の過半数をもってこれを決定し、賛否同数の場合は委員長が決定します。

なお、本人に関する議決には、本人は議決権を行使できず、その場合、その委員の議決権は、出席した委員の議決権の数に算入しない仕組みと
なっております。

（指名・報酬委員会の権限・役割等は、【原則3-1 情報開示の充実】 ３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬等を決定するに当たっての方針と

手続を参照）

【補充原則4-11①　取締役会の多様性及び規模、取締役の選任に関する方針・手続】

　当社の取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成するとともに、取締役会の機能が最も効果的かつ効率
的に発揮できる適切な員数（定款で定める員数の範囲内とする。）を維持する方針としております。

　　（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第14条第3項抜粋）

取締役の役割は、銀行業務の社会的な責任・使命を十分理解したうえで、業務執行の監督と監査により適切な経営管理を実現することと考えて
います。

その役割を適切に果たすために、取締役の選任に当たっては、スキル・マトリックスを活用し、多様なスキルや専門性を保有するメンバーでバラン
ス良く構成しています。

スキル・マトリックスについては本文末尾の図をご参照ください。

【補充原則4-11②　取締役及び監査役の兼任状況】

取締役及び監査役の兼任状況については、有価証券報告書に記載のうえ開示しております。



【補充原則4-11③　取締役会の実効性についての分析・評価】

・当社は2015年度より「取締役会の実効性評価」を年次で実施しております。

・2022年度の取締役会の実効性に関しては、取締役及び監査役へのアンケートを実施し、その結果を整理したものに基づき取締役会で議論を行
い、評価いたしました。

評価の結果は以下のとおりです。

＜2022年度の取組み結果＞

全ての取締役が取締役会の役割・責務を共有した上で、それぞれの知見・専門性をもとに自由闊達な議論等を通じて、多角的な観点から審議を
行ない、意思決定・監督機能を果たしております。以上より、取締役会は適切に機能しており、実効性は確保されていることを確認しました。

2021年度の課題認識から2022年度の重点対応事項として掲げていた戦略議論等の継続・拡充については改善に向け取組んだ結果、高評価が得
られました。一方で、幹部人材による業務説明については、取締役の意見形成に非常に有意義であったことを確認できたものの、これまで以上に
踏み込んだ幹部人材との交流機会の必要性といった改善事項が認められました。また、セブン銀行グループにおけるガバナンスの高度化につい
ては、取締役会として関与すべき議案等の改善が図られたものの、取締役会の構成についてより一層の多様性の確保が課題提起されました。

＜2023年度の重点対応事項＞

2022年度の評価結果を踏まえ、2023年度の重点対応事項として、持続的成長と中長期的な企業価値の一層の向上を目指すため、引続きセブン
銀行グループにおけるガバナンスの高度化と幹部人材との意見交換・交流機会の拡充、それに加え株主・投資家との建設的対話に向けた取組み
を実施することで、取締役会の更なる実効性向上に取り組んで参ります。

【補充原則4-14②　取締役及び監査役に対する支援体制・トレーニング方針】

当社の取締役及び監査役に対する支援体制・トレーニングの方針は以下のとおりです。

1．取締役及び監査役がその役割や責務を実効的に果たすために必要十分な社内体制を整備いたします。

2．取締役及び監査役に対し、就任時及び就任以降も継続的に、経営を監督する上で必要となる事業活動に関する情報や知識を提供するなど、
求められる役割を果たすために必要な機会を提供いたします。

3．社外取締役及び社外監査役（以下、「社外役員」という。）に社内の情報を十分に共有する体制を構築いたします。

4．社外役員に対し、当社の経営理念、企業文化への理解を促すとともに、経営環境等について継続的に情報を提供いたします。

5．社外役員が、業務執行役員や他の非業務執行役員との間で定期的に会合を開くなど、役員相互での情報の共有、意見の交換を充実させるた
めの環境を整備いたします。

6．社外役員がその役割を果たすために必要な費用を負担いたします。

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第25条抜粋）

【原則5-1　株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組に関する方針】

1．持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、当社が相当と認める範囲及び方法で株主との間で建設的な対話を行っておりま
す。

2．株主との建設的な対話を促進するための体制整備及び取組等に関する方針は、次のとおりといたします。

（1）株主との対話全般につき、企画部担当役員が統括し、株主との対話にあたっては、企画部が中心となって関係部署が適切に情報交換を行い
有機的に連携いたします。

（2）株主との対話は、合理的な範囲で、取締役等が対応いたします。

（3）株主との対話の手段を充実させるため定期的に投資家説明会の開催等を行っております。

（4）対話において把握された株主の意見等については、定期的に取締役等に報告いたします。

（5）株主との対話にあたっては、社内規程の定めるところに従い、インサイダー情報を適切に管理いたします。

3．株主との建設的な対話を促進するため、自らの株主構造の定期的な把握に努めております。

4．経営計画を策定し、公表するにあたっては、自社の資本コストを的確に把握した上で、収益計画や資本政策の基本的な方針を示すとともに、収
益力や資本効率等に関する目標を提示し、その実現のために、事業ポートフォリオに関する基本方針・見直しの状況や、設備投資・研究開発投
資・人的資本への投資等を含む経営資源の配分等に関し具体的に何を実行するのかなど、その内容を具体的に説明しております。

（当社コーポレートガバナンス・ガイドライン第26条抜粋）

【株主との対話の実施状況等】

株主・投資家との対話の状況につきましては、当社統合報告書「財務責任者メッセージ」をご参照ください。

　https://www.sevenbank.co.jp/ir/library/disclosure/pdf/2023073101.pdf

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】【英文開示有り】

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応につきましては、当社統合報告書「財務責任者メッセージ」をご参照ください。

　https://www.sevenbank.co.jp/ir/library/disclosure/pdf/2023073101.pdf



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 453,639,000 38.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 99,963,200 8.47

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 56,632,300 4.80

株式会社イトーヨーカ堂 46,961,000 3.98

株式会社ヨークベニマル 45,000,000 3.81

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＵＭＢ　ＢＫ，　ＮＡＴＬ　ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ－ＧＬＯＢＡＬ　ＡＬＰＨＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　Ｃ
ＡＰ　ＦＵＮＤ　ＬＰ

20,219,092 1.71

株式会社三井住友銀行 15,000,000 1.27

第一生命保険株式会社 15,000,000 1.27

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 10,000,000 0.84

株式会社野村総合研究所 10,000,000 0.84

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス　（上場：東京）　（コード）　3382

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスは、当社議決権の46.28%を間接保有する親会社であり、適時開示規則に定められた支配株主にあたりま
す。親会社との取引等を行う際には、利益相反取引を通じて銀行経営の健全性が損なわれること等を防止するための規定として定められた銀行
法上のアームズ・レングス・ルールを遵守しており、当該取引等の必要性および当該取引等の条件が第三者との通常の取引の条件と著しく相違し
ないことを十分に確認するものとします。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社が健全で持続的な成長を達成していくには、企業としての信頼性・経営の透明性を基盤とし成り立つ様々な提携先との協業を高度に融合さ
せ、事業発展（イノベーション）させていく事が不可欠であると考えております。そして、当社の信頼性・経営の透明性を担保するために、市場への
上場は最も有効な手段の一つであると認識しております。当社は独立した上場企業として、事業戦略・人事政策・資本政策等の全てを親会社から
独立して主体的に検討・決定の上、事業活動を展開しております。また親会社から必要な独立性を確保する為、取締役会の諮問機関として、独立
社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置し、取締役候補者、及び執行役員候補者の推薦に関する事項を審議しており、これにより経



営陣の選任について親会社から独立性を担保しています。さらに、当社では、独立性を有する社外取締役及び社外監査役を配置しており、これら
の者が親会社と親会社以外の株主の利益相反が生じないよう監督しています。なお、当社は親会社との間でグループ経営に関連した契約は締結
しておりません。また、当社は、親会社の開示義務等に対応するため、親会社との間で「重要事実報告ガイドライン」を定め、親会社の適時開示に
影響を与えるもの、親会社連結財務諸表に重要な影響を与えるもの、セブン＆アイグループの信用を毀損する可能性があるものに限定して、親
会社への報告を行っております。

親会社におけるグループ経営に関する考え方や方針は以下の通りであります。「当社は、上場子会社として株式会社セブン銀行を有しています
が、当該上場子会社の独立性を尊重する観点から、同社の経営判断を重視し、事業戦略・人事政策・資本政策等を独立して主体的に検討・決定
の上、事業活動を展開することを尊重しております。」

（株式会社セブン&アイ・ホールディングス ホームページより引用）



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

木川　眞 他の会社の出身者 △

黒田　由貴子 他の会社の出身者

高藤　悦弘 他の会社の出身者

平子　裕志 他の会社の出身者

木原　民 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

木川　眞 ○

木川眞氏は、ヤマトホールディングス株式
会社の特別顧問及び株式会社肥後銀行
の社外取締役を兼務しております。当社
及び当社子会社は、ヤマトホールディング
ス株式会社の子会社及び株式会社肥後
銀行とそれぞれ以下の取引があります
が、その金額の当社連結の直近事業年度
における経常費用の合計額又は経常収
益の合計額に占める割合はいずれも１％
未満であり、独立性に影響を及ぼすおそ
れはないと判断しております。

・当社及び当社子会社は、ヤマトホール
ディングス株式会社の子会社に対し運送
費等の支払いがあります。

・当社子会社は、ヤマトホールディングス
株式会社の子会社よりシステム利用費等
の支払いを受けております。

・当社は、株式会社肥後銀行とATM提携
取引があり、手数料等の支払いを受けて
おります。

（重要な兼職の状況）

ヤマトホールディングス株式会社特別顧
問、沖電気工業株式会社社外取締役、株
式会社肥後銀行社外取締役

木川眞氏は、ヤマトホールディングス株式会社
等の会社経営に携わってきた経験・見識を、現
に当社経営に活かしていていただいておりま
す。また、同氏と当社間において、独立役員指
定の基準として株式会社東京証券取引所が定
める項目のような特別な関係・属性は認められ
ず、一般株主と利益相反が生じるおそれはな
いと判断し、同氏を独立役員として指定してお
ります。

黒田　由貴子 ○

黒田由貴子氏は、株式会社大林組の社
外取締役を兼務しております。当社子会
社は、株式会社大林組と以下の取引があ
りますが、その金額の当社連結の直近事
業年度における経常費用の合計又は経
常収益の合計に占める割合はいずれも1
％未満であり、独立性に影響を及ぼすお
それはないと判断しております。

・当社子会社は、株式会社大林組よりシス
テム利用費等の支払いを受けておりま
す。

（重要な兼職の状況）

株式会社ピープルフォーカス・コンサル
ティング取締役・ファウンダー、テルモ株式
会社社外取締役、株式会社大林組社外
取締役、日本オラクル株式会社社外取締
役

黒田由貴子氏は、会社経営の経験及びグロー
バル人材の育成に係る見識を、現に当社経営
に活かしていただいております。また、同氏と当
社間において、独立役員指定の基準として株
式会社東京証券取引所が定める項目のような
特別な関係・属性は認められず、一般株主と利
益相反が生じるおそれはないと判断し、同氏を
独立役員として指定しております。

高藤　悦弘 ○

（重要な兼職の状況）

味の素株式会社アドバイザー、株式会社
ミルボン社外取締役

高藤悦弘氏は、味の素株式会社における会社
経営、マーケティング及びグローバルな職務の
経験・見識を現に当社経営に活かしていただい
ております。また、同氏と当社間において、独
立役員指定の基準として株式会社東京証券取
引所が定める項目のような特別な関係・属性は
認められず、一般株主と利益相反が生じるおそ
れはないと判断し、同氏を独立役員として指定
しております。

平子　裕志 ○

（重要な兼職の状況）

ＡＮＡホールディングス株式会社取締役副
会長

平子裕志氏は、ＡＮＡホールディングス株式会
社等における会社経営に携わってきた経験・見
識を有しております。また、同氏と当社間にお
いて、独立役員指定の基準として株式会社東
京証券取引所が定める項目のような特別な関
係・属性は認められず、一般株主と利益相反が
生じるおそれはないと判断し、同氏を独立役員
として指定しております。

木原　民 ○

（重要な兼職の状況）

株式会社リコー デジタル戦略部デジタル

人材戦略センター所長、リコーＩＴソリュー
ションズ株式会社取締役

木原民氏は、リコーＩＴソリューションズ株式会
社の会社経営及び株式会社リコーの人材戦略
に携わってきた経験・見識を有しております。ま
た、同氏と当社間において、独立役員指定の
基準として株式会社東京証券取引所が定める
項目のような特別な関係・属性は認められず、
一般株主と利益相反が生じるおそれはないと
判断し、同氏を独立役員として指定しておりま
す。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会の詳細は、本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】の【補充原則4-10① 任意の仕組みの活用】に記

載しております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

1．監査役と会計監査人の連携状況

監査役は、有限責任あずさ監査法人との監査契約に基づき、会計の専門家としての立場から監査役の会計監査業務についてアドバイスを受ける
とともに、定期的な意見交換の場を持ち、相互の連携を図っております。

また、監査役は、取締役会に出席すること等により取締役の職務執行を監査し、業務監査及び会計監査を実施するとともに、会計監査人による外
部監査の結果について報告を受け、その適正性をチェックしております。なお、会計監査人から会計監査の報告等を受ける際に内部監査部門も
同席し、緊密な連携を図っております。

2．監査役と内部監査部門の連携状況

当社は、他の業務部門から独立した代表取締役社長直属の内部監査部門として監査部を設置しております。

監査部は、年度ごとに内部監査計画の基本方針と重点項目を策定し取締役会の承認を取得しております。個別の内部監査計画については、監
査部長が策定し監査部担当役員である代表取締役社長の承認を取得しております。

個別の内部監査においては下記の項目に基づいて内部管理体制全般の適切性・有効性の検証及び評価を実施し、問題点の発見、指摘並びに
改善方法の提言を行っております。また、監査結果については、代表取締役社長、経営会議及び監査役会に報告しております。

(1) 業務計画遂行状況

(2) コンプライアンス体制、コンプライアンス状況

(3) 財務報告に係る内部統制の適切性・有効性

(4) お客さま保護等管理の体制、お客さま保護等管理の状況　

(5) リスク管理体制、リスク管理状況

(6) 各業務部署の内部管理体制、内部管理の適切性・有効性

なお、内部監査は当社(子会社を含む）全ての部署とシステムを対象に実施しておりますが、主要な外部委託先業務についても、当該業務の当社
社内所管部署による管理状況を監査するとともに、外部委託先と合意した範囲で外部委託先に対する監査を実施しております。

また、監査役は、監査部からその監査計画及び監査結果について定期的に報告を受け、必要に応じて調査を求めることとし、監査部による監査結
果を内部統制システムに係る監査役監査に有効的に活用することとしているほか、内部統制機能を所管する部門から内部統制システムの整備状
況について、定期的及び随時に報告を受け、必要に応じて説明を求めることとしております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

寺島　秀昭 弁護士

小川　千恵子 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

寺島　秀昭 ○
（重要な兼職の状況）

弁護士（晴海協和法律事務所）

寺島秀昭氏は、弁護士として培ってきた企業法
務等に関する幅広い見識を、現に当社経営の
監査に活かしていただいております。また、同
氏と当社間において、独立役員指定の基準とし
て株式会社東京証券取引所が定める項目のよ
うな特別な関係・属性は認められず、一般株主
と利益相反が生じるおそれはないと判断し、同
氏を独立役員として指定しております。

小川　千恵子 ○

（重要な兼職の状況）

公認会計士・税理士（小川公認会計士事
務所所長）、株式会社ヨロズ社外取締役
（監査等委員）

小川千恵子氏は、公認会計士としての国際的
な見識を有しております。また、同氏と当社間
において、独立役員指定の基準として株式会
社東京証券取引所が定める項目のような特別
な関係・属性は認められず、一般株主と利益相
反が生じるおそれはないと判断し、同氏を独立
役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

当社では独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、2017年より、中長期的に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲を一層高めることを目的として、業績目標の達成度に応じて当
社株式の交付を行う業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しております（なお、2020年6月22日開催の第19回定時株主総会
において、取締役に付与済である株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権のうち未行使のものを本制度に移行することが承認可決さ
れ、株式報酬型ストック・オプションから本制度へ移行いたしました。）

本制度は、役位別に付与するポイント数が定められる「固定部分」と、役位及び業績に応じ付与するポイント数が変動する「業績連動部分」で構成
されます。いずれも在任期間中、毎年ポイントを付与・累積し、退任時にポイントの累積値に相当する当社株式を交付します。

業績連動部分は、役位別に定められるポイント数に対し、連結業績目標達成度に応じた業績連動係数を乗じてポイント数（交付株式数）を決定し
ます（2024年３月期の対価として付与される業績連動型株式報酬のポイントから、従業員エンゲージメントを評価指標として追加予定）。

また、2020年より、中長期的な企業価値向上に向けた各事業年度の業績目標（マイルストーン）を着実に達成することを目的として、業績目標の達
成度に応じて支給する賞与制度を導入しております。

インセンティブ関係の詳細につきましては、『2023年3月期（第22期）有価証券報告書「第４【提出会社の状況】４【コーポレート・ガバナンスの状況
等】(4)【役員の報酬等】①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針」』に記載しております。

（注）１ポイントは当社株式１株としております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第22期事業年度（2022年4月1日～2023年3月31日）の報酬等の総額については、取締役9名に対し234百万円であります。報酬等には取締役2名
に付与した株式報酬に係る費用計上額44百万円が含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

（役員報酬に関する基本方針）

・企業価値の持続的な向上を促進し、会社業績との連動を重視した報酬制度であること

・業務執行及び監督の役割を適切に担う優秀な人材を確保でき、職責に応じた適切な報酬体系・報酬水準であること

・客観性・透明性あるプロセスにより決定され、公平・公正な報酬制度であること

（報酬体系）

当社の役員報酬体系は、固定報酬である「基本報酬」と、変動報酬である「賞与」及び「業績連動型株式報酬」で構成されます。各制度の割合は、
固定報酬と変動報酬のバランス、金銭報酬と株式報酬のバランス、及び短期・中長期のバランスのとれた視点を持ち経営を担うための賞与と株式
報酬のバランス等を考慮し、指名・報酬委員会が取締役会に提案し、取締役会の決議により決定しています。また、非業務執行取締役及び監査
役は、客観的かつ独立した立場から当社の経営を監督するという役割を考慮し、固定報酬のみとします。

（報酬等の決定方法）



取締役の報酬等の具体的な支給額は、株主総会において決議された報酬限度額の範囲内において、指名・報酬委員会が取締役会に提案し、取
締役会の決議により決定しております。

指名・報酬委員会の開催にあたっては、議論のプロセス把握の観点により、監査役が議決権を持たないオブザーバーとして参加できるものとして
おります。

また、指名・報酬委員会では、当社の役員報酬に関する基本方針を踏まえ、役員報酬制度・水準等の審議、報酬支給額についての検証も行うも
のとし、報酬の決定プロセスの客観性及び透明性を担保しています。

報酬額又はその算定方法の決定方針の詳細につきましては、『2023年3月期（第22期）有価証券報告書「第４【提出会社の状況】４【コーポレート・
ガバナンスの状況等】(4)【役員の報酬等】①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針」』に記載しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】の【補充原則4-14②　取締役・監査役に対する支援体制・トレーニング方針】に
記載しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

安齋　隆 特別顧問 社外活動等 非常勤・報酬無 2018/06/19 1年（更新有）

二子石　謙輔 特別顧問
社外役員

社外活動等
常勤・報酬有 2022/06/20 1年（更新有）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

・顧問制度は、取締役会にて制定・決議された役員規程に定められており、取締役経験者の中から顧問及び特別顧問を選任しております。

・顧問及び特別顧問は、当社の経営上の判断に影響を及ぼすような権限は一切有しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の取締役会は、本報告書の更新日現在の取締役8名（うち社外取締役5名）で構成され、原則として毎月1回開催し、会社経営に関する基本方
針及び業務運営に関する重要事項の決定並びに業務執行取締役及び執行役員の業務の執行を監督しております。

取締役会の機能を補完するため、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置し、当社の取締役及び執
行役員に関する次の事項等を審議しております。

（１）取締役会の委任を受けて、株主総会議案として、取締役候補者の取締役会への推薦

（２）取締役会の委任を受けて、取締役会議案として、代表取締役候補者、役付取締役候補者、役付執行役員候補者、執行役員候補者の取締役
会への推薦

（３）取締役等の後継者計画の監督

（４）定款若しくは株主総会で定める取締役の報酬総額につき、これの各取締役に対する配分、及び取締役会で定める執行役員の報酬額の提案

（５）その他取締役の人事に関する重要事項

取締役会は、その傘下に取締役会が委任する範囲の業務執行に係る意思決定機関として経営会議を設けております。経営会議は、原則として毎
週１回開催し、取締役会付議事項の事前協議を行うとともに、重要な業務計画、重要な財産の取得・処分、信用供与に関する重要な事項、多額の
借財・経費支出、債権管理に関する重要な事項、社員の賞罰、社員の重要な勤務条件・福利厚生に関わる事項、重要な組織の設置・変更及び廃
止、重要な規則・規程の制定及び改廃、その他重要な業務執行に関する決議を行っております。なお、当社は2006年6月から執行役員制度を採用
し、経営会議の構成員は執行役員及び取締役会が指名した者となっております。

当社の監査役会は、本報告書の更新日現在の監査役4名（うち社外監査役2名）で構成され、原則として毎月1回以上開催し、監査に関する重要な
事項について報告を受け、協議を行い又は決議を行っております。また、監査役会は代表取締役及び内部監査部署、会計監査人と定期的に会合
を持ち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要事項等について意見を交換し、併せて必要と判断される要請を
行っております。また、監査役は取締役会をはじめとした当社の重要な会議に出席し、取締役会決議その他において行われる取締役の意思決定
に関して、善管注意義務、忠実義務等の法的義務の履行状況を、以下の観点から監視、検証しております。

（1）事実認識に重要かつ不注意な誤りがないこと

（2）意思決定過程が合理的であること

（3）意思決定内容が法令又は定款に違反していないこと

（4）意思決定内容が通常の企業経営者として明らかに不合理ではないこと

（5）意思決定が取締役の利益又は第三者の利益ではなく会社の利益を第一に考えてなされていること

なお、監査役を補佐し、監査役会を円滑に運営するため、監査役室を設置し、社員を配置しております。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用する理由については「Ⅰ　1．基本的な考え方」を参照願います。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
法定期限よりも3営業日以上前倒しで発送することとしております（2023年6月1日発送）。
また、発送前に当社ホームページ及び東京証券取引所において電子的に公表することに
より、株主に招集通知の内容を十分理解いただけるよう配慮しております。

集中日を回避した株主総会の設定
集中日の前週に開催することにより、株主総会により多くの株主が出席できるよう配慮し
ております。第22回定時株主総会：2023年6月19日開催。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン又はスマートフォン等から、当社の指定する議決権行使サイトにアクセスしていた
だくことにより行使が可能です。より多くの株主が議決権を行使いただけるよう配慮してお
ります。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJ（インベスター・コミュニケーション・ジャパン）が運営する議決権電子行使プ
ラットフォームを利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版（抄訳）を議決権電子行使プラットフォーム及び当社ホームページ（英
語版ページ）に掲載しております。

その他

議決権行使結果を当社ホームページに掲載しております。

https://www.sevenbank.co.jp/ir/

第22回定時株主総会は、株主総会当日に都合がつかない株主や、遠方の株主のため、
また新型コロナウイルスの感染が終息していない状況を踏まえ、インターネットを通じた議
決権行使や株主総会への参加方法を提供いたしました。

更に株主総会の模様をインターネット上でライブ中継するとともに、アーカイブ動画の事後
配信も実施します。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページに掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 2022年度はオンライン形式で1回開催いたしました。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通常、各四半期の決算発表後に、アナリスト、機関投資家を対象とした決算説
明会を開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算関連資料や法令開示資料等の掲載の他、自主的な開示の掲載も含め公
正なIR活動を心がけております。

IRに関する部署（担当者）の設置 企画部



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

経営理念、社是、行動憲章において、各ステークホルダーに対する基本的な姿勢を規定し
ております。

また、社会や環境の変化による各ステークホルダーの求めるニーズの変化に対応し、必要
とされ続ける企業であるべく、各ステークホルダーに対する基本的な姿勢として2021年4月
にセブン銀行グループの存在意義（パーパス）を新たに策定いたしました。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループでは、「事業活動を通じて環境・社会課題の解決に積極的に取組み、環境・
社会と企業双方に価値を創り出すこと」および「お客さまや社会から支持され環境や社会と
共存する企業として主体的に果たすべき社会的責務」をサステナビリティと定義し、長期的
な経営戦略の根幹と位置づけ、 深刻化・顕在化する社会課題に対し事業活動を通じて貢

献し、社会・企業双方における新たな価値創造を持続的に推進いたします。

このような当社グループのサステナビリティ推進の実効性を高めることを目的とし、2021年
4月に「サステナビリティ推進基本方針」を定め、経営会議の諮問機関として「サステナビリ
ティ委員会」を設置しております。

当社では、サステナビリティ推進にあたっては全社的に活動を行うこととしており、2019年
に制定した「5つの重点課題」に沿って、本業を通じた環境問題や社会課題解決への取組
みを加速させ、SDGs達成に貢献してまいります。

＜5つの「重点課題」＞

①安心・安全な決済インフラの提供

②新しい金融サービスを通じた生活創造

③誰もが活躍できる社会づくり

④環境負荷の低減

⑤多文化共生の実現

また、④環境負荷の低減に関しては親会社である株式会社セブン＆アイ・ホールディング
スが掲げる「GreenChallenge2050（2050年CO2排出量実質ゼロ）」へATMプラットフォーム事
業全体（ATM製造・ATM運営・撤去ATMの廃棄）を視野に入れた取組みを追求することで
積極的に参画してまいります。

なお、サステナビリティ推進の具体的な取組みについては当社ホームページに掲載してお
ります。　　

https://www.sevenbank.co.jp/csr/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ステークホルダーに対する情報提供に係る方針等を記載したディスクロージャーポリシーを
策定し、当社ホームページに掲載しております。

その他
多様性の確保に向けた取組みにつきましては、本報告書の【コーポレートガバナンス・コー
ドの各原則に基づく開示】の【補充原則2-4① 中核人材の登用等における多様性の確保】

に記載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1．取締役会における決議内容

会社法第362条第4項第6号に規定する体制の整備について、当社が実施すべき事項を2006年5月8日開催の取締役会で決議いたしました。

本決議の内容については、年度毎に進捗状況をレビューし見直しを行っております。その概要は以下のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は、経営にあたってコンプライアンスを実践するため、「コンプライアンス方針」・「コンプライアンス遵守基準」を定めます。取締役は、コン
プライアンス への取組状況の概要を定期的に取締役会に報告します。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、適切かつ確実に保存・管理し、取締役又は監査役から要請があった場合に速やかに開示します。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会は、当社経営に係る損失の危険を適切に管理し、経営の健全性と効率性を確保するため、リスク管理を体系的に規定する「リスク管理
基本方針」を定めます。取締役は、リスク管理に関する事項を定期的に取締役会に報告します。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、「取締役会規則」を制定のうえ付議・報告すべき重要事項を規定し、取締役会の効率的な運営を図ります。取締役会は、業務執行の
意思決定効率化のため経営会議を設置し、円滑かつ効率的な職務の執行を図るため執行役員制度を導入します。

（5）社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、「コンプライアンス方針」・「コンプライアンス遵守基準」に基づいて適切なコンプライアンス体制を整備します。取締役は、社員の職務の
執行において、コンプライアンスを確保するための体制構築、施策決定、施策の実施及び実施状況の検証、施策評価につき、最終責任を負いま
す。

（6）グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社は、経営理念を共有するセブン＆アイグループの一員として、セブン＆アイグループの取締役・社員一体となった遵法意識の醸成を図りま
す。銀行経営の健全性を最優先とし、アームズ・レングス・ルール等を遵守しつつ、独立して経営判断を行う体制を整備します。



取締役会は、当社及び子会社から成る当社グループにおける業務の適正を確保するため、「子会社管理方針」を定め、取締役は、「子会社管理方
針」に基づいて、子会社を適切に管理する体制を整備します。

（7）監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に関する事項

監査役の職務を補助する組織として監査役室を設け、監査役室専属の社員を置きます。さらに、取締役は、監査役から要請があった場合には、社
員に監査業務の補助を行わせるものとします。

（8）監査役室専属の社員の取締役からの独立性に関する事項

人事部担当役員は、監査役室専属の社員の人事異動、人事評価及び懲戒処分につき、事前に常勤監査役へ報告し常勤監査役の同意を得ること
を要します。

（9）監査役の当該監査役の職務を補助すべき社員に対する指示の実効性の確保に関する事項

必要な知識・能力を備えた専任の社員を、監査役室専属の社員として適切な員数を確保し、監査役に、監査役室専属の社員に対する指揮命令権
を帰属させます。また、監査役室専属の社員に対して、業務の適正性を調査し、必要な情報が収集できるための権限が付与されています。

（10）取締役及び社員が当該株式会社の監査役に報告をするための体制取締役は、監査役会から監査方針・計画及び監査実施状況・結果につき
適宜説明を受け、監査役会に報告すべき事項を監査役会と協議して定め、その報告を行います。取締役及び社員は、監査役に対して、法定の事
項に加え、全社的に重要な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス上重要な事項を速やかに報告します。子会社においては、
当社内の所管部署を定め、当該所管部署が、当該子会社の事業運営及びコンプライアンス、リスク管理等の内部管理等について子会社の取締
役及び社員から報告を受け、その報告内容を必要に応じて、監査役に報告します。

（11）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制監査役への報告者が、不利な
扱いを受けないことについて、社内規程を整備し、また、これらの社内規程を適正に運用します。

（12）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

通常の監査費用について、監査役の監査計画に応じて予算化します。また、有事における監査費用又は臨時に支出した費用については、事後、
償還を請求することができます。

（13）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役、内部監査部署は、監査役会と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互認識を深めます。

2．業務の適正を確保するための体制の運用状況

2022年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

（1）コンプライアンス体制

当社のコンプライアンス全般につき総合的な経営運営の立場から検討・評価を行うことを目的としてコンプライアンス委員会を設置しており、2022
年度において2回開催しています。委員会では、コンプライアンスに関する課題の把握とその対応策等を検討しています。

また、コンプライアンス・プログラムにて「情報漏洩リスクの理解と適正な対策の実施」を重点取組課題に掲げ、個人情報保護法改正を踏まえたプ
ライバシーポリシーや対象規程の改訂に加え、社内管理・運用方法の見直しや各種研修等を実施しています。

（2）リスク管理体制

各リスクの管理統括部署より、リスク管理の状況等に関する重要事項を協議し、経営会議に答申することを目的としてリスク管理委員会を設置し
ており、2022年度において4回開催しています。委員会では、各リスクの管理統括部署より、リスク管理の状況、評価等の報告を受け、その対応策
等を検討しています。

（3）取締役の職務執行

2022年度において取締役会を14回開催し、法令や定款等に定められた事項や経営方針、予算の策定等の経営に関する重要事項を決定するとと
もに、月次の業績の分析・評価を行い、法令や定款等の適合性と業務の適正性の観点から審議を行っています。

また、社外取締役に対し、経営への影響が大きいと思われる案件に関しては事前説明を行ったり、当社事業の状況への理解をより深めるための
取組みを行ったりするなど、審議の充実・効率化のための施策を講じています。

（4）当社グループの管理体制

子会社に対し、当社が承認した事業計画について、その範囲内で業務執行上の一定の裁量を付与しています。その上で、取締役会等において、
子会社の取締役等から経営状況等の報告を受け、現況を把握しています。また、当社監査部が子会社の業務監査を定期的に実施しています。

（5）監査役の職務執行

監査役会は、社外監査役2名を含む監査役4名で構成され、2022年度において16回開催しており、常勤監査役からの会社の状況に関する報告及
び監査役相互による意見交換等が行われています。

また、監査役は、取締役会・経営会議を含む重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人及び監査部と定期的な情報交換を行い、取締役の
職務の執行について監視をしています。

（6）監査役の監査の実効性の確保

監査役の職務を補助する組織として監査役室を設け、2名の社員が専属し、監査役の業務を補助しています。取締役は、監査役会から監査方針・
計画及び監査実施状況・結果につき適宜説明を受け、監査役会に報告すべき事項を監査役会と協議して定め、その報告が行われています。

取締役及び社員並びに子会社の取締役及び社員から、監査役に対し、法定の事項に加え、全社的に重要な影響を及ぼす事項、内部監査の実施
状況、コンプライアンス上重要な事項について、適宜報告が行われています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1．反社会的勢力排除に向けた考え方

当社では、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決することを「行動憲章」に掲げ、その具体的な内容を社内規
程において整備しております。

2．反社会的勢力排除に向けた態勢整備状況

（1）対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

当社では、リスク統括部を反社会的勢力に対する態勢整備の統括部署とし、反社会的勢力への対応全般に係る取組方針・体制・施策の策定、実
施・報告・評価、改善・見直し等を行っております。また、総務部及び金融犯罪対策部を反社会的勢力による具体的な接近・攻撃がなされた場合に
おける対応とそのための態勢整備を担当する部署と定めるとともに、不当要求防止責任者を配置し、不当要求に対し組織的な対応を行っておりま
す。

（2）外部の専門機関との連携状況

総務部及び金融犯罪対策部は、平素より警察、公益財団法人暴力団追放運動推進都民センター（略称：暴追都民センター）等の外部の専門機関
と一定の頻度をもって情報交換等を行い、有事の際には適時適切に協働できる関係を構築しております。

（3）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

金融犯罪対策部は、反社会的勢力の情報を集約したデータベースを構築し、外部専門機関より提供を受けた情報等により、データベースを逐次
更新しております。

（4）対応マニュアルの整備状況



「行動憲章」、「コンプライアンス方針」及び「コンプライアンス規程」に則り、当社が反社会的勢力に対して組織的に対応するための態勢整備及び
具体的な取組みを「反社会的勢力対応規程」に定めております。

（5）研修活動の実施状況

当社では、全社員を対象に年1回以上、反社会的勢力に対応するための教育・研修を実施しております。

（6）その他

口座申込時にお客さまに反社会的勢力でない旨の表明・確約をしていただくとともに、取引規定等に暴力団排除条項を導入し、お客さまが反社会
的勢力に該当した場合には口座申込みの謝絶・口座の解約等をできるようにしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の整備

1．適時開示に係る基本姿勢

的確な情報管理に基づく適時・適切な企業情報の開示及び信頼性の高い財務報告を行うことは、企業経営の透明性を高めるとともに、お客さま、
株主、お取引先、地域社会、社員の当社に対する理解と信頼を増進し、企業価値の向上をもたらすものであるとの認識に立ち、当社は情報の開
示に積極的かつ公正な姿勢で取組んでおります。株主をはじめ広く社会に役立つ情報は、各法令等に該当しない場合であっても、当社の有利・不
利にかかわらず、可能な限り迅速かつ正確に情報開示を行っております。

また、適時開示後速やかに、当社ホームページに当該情報を掲載し、公平かつ容易に情報にアクセスできる機会を確保する旨をディスクロー
ジャーポリシーに明記しております。当社はこのディスクロージャーポリシーを当社ホームページに掲載し、実践しております。

2．適時開示に係る社内体制、開示担当組織の整備

当社では、業務の健全性・適切性を確保するための態勢を整備し、全役職員に周知すべく「内部管理基本方針」を定めるとともに、当該基本方針
に基づく「情報開示方針」及びその下位規程として「情報開示規程」を定めることにより、当社の情報開示に関する基本姿勢や情報開示の方法を
明確化し、これを社内イントラネットに掲載することにより、社内への周知徹底を図っております。

この基本的な考え方に基づき、適時適切な情報開示を行うための体制として、情報開示担当部署を企画部とし、情報開示の手続、開示後の対応
など情報開示全般の統括管理を行うとともに、企画部担当役員を情報開示責任者としております。

3．適時開示手続きの整備

（1）決定事実に関する情報

自らの意思により決定する重要事実（以下、「決定事実」という。）については、業務執行を決定する機関による決議が行われた時点で直ちに開示
しております。

情報開示担当部署である企画部は、会社経営に関する基本方針及び業務運営に関する重要事項の決定を行う取締役会と取締役会が委任する
範囲の業務執行に係る審議機関であり取締役会付議事項の事前協議を行う経営会議の事務局を担当していることから、決定事実に関する情報
は決議前に企画部に集約されます。情報開示担当部署は、取締役会及び経営会議の付議事項について会議体事務局から事前に連携を受け、そ
の情報を上場取引所の定める適時開示等に関する規則及び金融商品取引法の定めに照らし、投資者の投資判断に及ぼす影響等を勘案し開示
すべき内容、開示時期、方法等について特定し、決定事実に係る決議を以ってTDnetを通じて直ちに開示を行うこととしております。

なお、開示した情報は、取締役会に報告しております。 また、上記の方法により開示された情報は、TDnetでの開示後、当社ホームページへの掲

載や関係する記者クラブ等への配布等により、広く周知を行うように努めております。

（2）発生事実に関する情報

外部要因により生ずる重要事実については、当社に関する重要事実の発生を当社が認識した時点で速やかに開示することとしております。

当社に関する情報は、情報開示担当部署である企画部に、集約される体制を取っております。企画部は、集約された情報に基づき、事実関係の
確認・状況の把握、事態の展開等を予測するとともに、上場取引所の定める適時開示等に関する規則及び金融商品取引法の定めに照らし、投資
者の投資判断に及ぼす影響等を勘案し情報開示の時期、方法等を特定し、必要な決裁手続後TDnetを通じて開示することとし、開示した情報は、
取締役会に報告しております。

また、上記の方法により開示された情報は、TDnetでの開示後、当社ホームページへの掲載や関係する記者クラブ等への配布等により広く周知を
行うように努めております。

経営管理組織の状況

本報告書『Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況「１．機関構成・組織運営等に
係る事項」【取締役関係】に記載の「取締役会の議長」』については、定款に定めるとおり、取締役会において予め定めた取締役がこれに当たりま
す。また、予め定めた取締役に事故がある時は、予め取締役会の定める順序により、他の取締役がこれに代わります。



【コーポレート・ガバナンス体制図】 

 

 

 

  



【取締役・監査役のスキル・マトリックス】 
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